


１　行政区別・公共職業安定所別管轄人口

注 ： １． 令和 2 年国勢調査の人口及び世帯数を基礎として推計したものであり、 外国人も含む。

　　　２．   社会動態 （転入及び転出） には、 同一市町村内 （ただし京都市は同一区内） の移動は含まない。

また、 京都府計及び京都市計はこれらを積み上げた数値であり、 京都府内市町村間移動及び京都市内区間移動を含む。
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２　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口（その１）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」
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２　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口（その２）

注 ： 総数には、 年齢 「不詳」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」
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２　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口（その３）

注 ： 15 歳以上人口には、 労働力状態 「不詳」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」
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３　令和２年行政区別・公共職業安定所別労働力状態（産業大分類）（その１）

注 ： 就業者数には、 「分類不能」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」
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３　令和２年行政区別・公共職業安定所別労働力状態（産業大分類）( その２）

注 ： 就業者数には、 「分類不能」 を含む。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査」
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４　令和２年行政区別・公共職業安定所別管轄人口

注 ： 「京都府内への流出」 「京都府内からの流入」 とは、 府内他市区町村との間の流出、 流入をいう。

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 2 年国勢調査 従業地 ・ 通学地による人口 ・ 就業状態等集計結果」
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電子部品・デバイス・
電子回路製造業

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

５　産業別・規模別事業所数及び従業者数（民営）

注 ： 製造業の中分類については未公表

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」

資料出所 ：   総務省統計局 「平成 28

年経済センサス」
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６　公共職業安定所管轄別・産業別事業所数（民営）（その１）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」
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６　公共職業安定所管轄別・産業別事業所数（民営）（その２）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」
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７　公共職業安定所管轄別・産業別従業者数（民営）（その１）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」
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７　公共職業安定所管轄別・産業別従業者数（民営）（その２）

資料出所 ： 総務省統計局 「令和 3 年経済センサス」
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